
東海地震応急対策活動要領に基づく

静岡県広域受援計画

具体計画等による国の救助活動等に関し、静岡県が迅速かつ円滑に応援

 を受け入れる体制を確保するため、静岡県地域防災計画等の個別計画との

 整合を図りつつ策定した計画

国の応援計画

○応急対策活動要領、具体計画

○指定行政機関の計画

・広域緊急援助隊の応援計画

・緊急消防援助隊の応援計画

・自衛隊災害派遣計画・・・等

静岡県の広域受援計画

Ⅰ

 

救助活動、消火活動等に係る計画
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医療活動に係る計画
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物資調達に係る計画

Ⅳ

 

輸送活動に係る計画
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Presentation Notes
　
　続きまして、本題の静岡県広域受援計画の概要ですが、
　
　この計画は、国の具体計画等の策定を受けて、その受け入れのために静岡県が整備した計画です。
　
　もっと言えば、国の応急対策活動要領とこれに基づく具体計画、その他、各指定行政機関の各応援計画等を踏まえた、これらの国の救助活動、医療活動、物資調達及び輸送活動に対し、静岡県が迅速かつ円滑にこれらの応援を受け入れる体制を確保するため、静岡県地域防災計画ですとか、医療救護計画等の個別計画との整合を図りつつ、国の応援計画に対応するものとして作成しております。

　応援計画に対する受援計画、これが1対1の関係となっているため、章立てについては国の応援計画と同じ構成となっております。



救助活動・消火活動等に係る計画

要 旨
県は、あらかじめ定めた活動拠点において、警察庁、防衛省、消防庁の応援部隊を迅速かつ

円滑に受け入れる。

非被災都道府県内の応援部隊

警 察 庁
（広域緊急援助隊等）

消 防 庁
（緊急消防援助隊）

防 衛 省
（陸・海・空自衛隊）

前進拠点

 

（緊急輸送ルート） 進出拠点 活動拠点
（強化地域周辺部） （県境等） （県内２１６箇所）

主な進出拠点として、

東名高速道路

東側・・足柄ＳＡ
（下り線）

西柄・・浜名湖ＳＡ
（上り線）

被災地内の主な活動

・生き埋め者の救出

・行方不明者の捜索

・消火活動
陸上ルート

航空ルート

海上ルート

（自衛隊基地等）

（防災拠点港湾）

拠点ヘリポート等

（地上ルート）被災地

国の具体計画と連携

【指定行政機関毎の計画】
＝国の具体計画と連携
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　救助・救急活動等に係る計画の要旨は、県は、あらかじめ定めた活動拠点において、警察庁、防衛省、消防庁の応援部隊を迅速かつ円滑に受け入れる、というものです。
　
　県が行う救助・救急関係省庁（警察庁・防衛省・消防庁・海上保安庁）への派遣要請等の調整や実際の部隊受け入れに係る調整について記載するとともに、各省庁の具体的な応援活動の概要を記載しています。　
　
　すべて、国の応援計画に対応した、各部隊の前進拠点や進出拠点、活動拠点が定められており、被害が想定のとおりであれば、計画のとおりに部隊の進出が行われ、県はこれを受け入れることになります。



医療活動に係る計画

要 旨
県は、県内での対応が困難な重篤患者を、航空機により、被災地外の医療機関へ搬送（広域医療搬

 送）するとともに、非被災地からの救護班受入による治療を実施する。

被災地（静岡県）

浜松基地
ＳＣＵ

伊丹空港、神戸空港
関西空港、福岡空港

羽田空港

愛鷹公園
ＳＣＵ

静岡空港
ＳＣＵ

入間基地下総基地 立川駐屯地

ヘリポート ヘリポート ヘリポート

県
の
業
務

市
・
町

 

の
業
務

国
の
業
務

非
被
災
都
県

の
業
務
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　医療活動については、広域医療搬送について記載しております。

　医療活動に係る計画の要旨は、「県内での対応が困難な重篤患者を、航空機により被災地外の医療機関へ搬送するとともに、非被災地からの救護班受入による治療を実施する。」というものです。
　
　県の任務としては、広域医療搬送に関する国との調整や広域搬送拠点（SCU）の設置運営、県内の航空搬送等が定められています。
　計画には、広域医療搬送の手順や災害拠点病院や救護病院の一覧を記載しております。



物資調達に係る計画

要 旨
東海地震において必要となる食料、飲料水及び生活必需品等（「物資」）については、

・県民は、平常時より物資の備蓄に努めるものとする。
・市町は、物資が不足している県民に対して、備蓄物資を提供する。
これらにより対応が困難な場合、県は、県内の民間業者との協定を活用するほか、国の

計画に基づく国等の広域応援を求めることにより緊急物資を調達する。

市町本部 県本部 国の現地本部

非被災都道府県
関係業界団体等

全国知事会広域物資拠点

県内の
協定業者

市町の
協定業者

市町
緊急物資集積所住民

要請 要請

要請 要請

【物資調達の流れ】

要請
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　次に、物資調達の基本的な考えとして、
　東海地震において必要となる食料、飲料水及び生活必需品等については、
　　・県民は、平常時より物資の備蓄に努めるものとする。
　　・市町は、物資が不足している県民に対して、備蓄物資を提供する。
　　これらにより対応が困難な場合、県は、県内の民間業者との協定を活用するほか、国の計画に基づく国等の広域応援を求めることにより緊急物資を調達する。
　としております。
　このように、物資に関しては、国の具体計画の枠組みの他、全国知事会の協定で物資の支援を受けるように考えられております。

　計画では、これらの支援要請の手順や緊急物資の搬送方法、港湾や静岡空港を利用した場合の搬送手順について記載するとともに、各広域物資拠点での物資需要見込みとその調達方法が記載されています。



輸送活動に係る計画

要 旨
県は、活動拠点及び広域物資拠点（「各拠点」）へ、応援部隊や緊急物資を円滑に輸送するための緊

 急輸送ルート及び緊急輸送活動を定める。
なお、被災地への進出経路は陸路を原則とするが、道路の被害状況等を勘案して、必要に応じて、船舶

 又は航空機を使用する。

応援部隊

緊急物資

陸上輸送ルート

航空基地から最寄りの陸上輸送ルート
までの緊急輸送ルート

防災拠点港湾、防災港湾から最寄りの
陸上輸送ルートまでの緊急輸送ルート

活動拠点

 

２１６箇所

警察

 

６２箇所
自衛隊

 

１１５箇所
消防

 

６５箇所
（注）重複あり

広域物資拠点

 

８箇所

（緊急輸送ルート）

（緊急輸送ルートの確保） （交通確保）

県公安委員会、県警察本部
・緊急交通路の指定
・交通規制
・広報

県災対本部
・被害状況調査
・道路、港湾、漁港等の応急復旧
・緊急輸送ルートの確保

【輸送活動の流れ】
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　　次に輸送活動についてですが、
　「県は、活動拠点及び広域物資拠点へ、応援部隊や緊急物資を円滑に輸送するための緊急輸送ルート及び緊急輸送活動を定める。（被災地への進出経路は陸路を原則とするが、道路の被害状況等を勘案して、必要に応じて、船舶又は航空機を使用する。）」としております。

　緊急輸送ルートの被害状況の確認と寸断箇所へのケア、場合によっては、緊急輸送ルート計画の変更を行うことと、県公安委員会による緊急交通路の指定と交通規制による交通の確保が県の具体的な役割となっております。

　その他、別表として高速ICから各活動拠点等までの輸送ルートや防災ヘリポートへの輸送ルート、県内の耐震強化岸壁の一覧等が記載されております。

　以上のように、静岡県広域受援計画は、国の応援計画を受けまして、いかにその支援を円滑に受け入れるかという観点で、具体的な数値や拠点名、ルートなどの選択肢を被害想定に基づき予め列挙しておき、被害状況が明らかになり次第、必要な調整を加えていくということになっております。



静岡県広域受援計画の策定にあたって

＜本計画の性格＞

①県側の作成した行動マニュアル

②変更可能（継続的に調整）

＜重要事項＞

平時からの関係機関との継続的な協議・連携
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　ここまで静岡県広域受援計画の概要について、アウトラインをお話して参りましたが、最後に、本日は首都圏の都県さんがいらっしゃるということで、ご参考になればということで、何点か申し上げます。
　まず、一つ目は広域受援計画の位置づけなんですが、これはあくまで法定であるとか、何かの拘束力のある会議の決定により策定したものではありませんで、あくまで静岡県側の作成した行動マニュアル、東海地震発生の際の支援受け入れのための手引き、ということになります。実災害に際しての各省庁さんの動きというものの記載も、若干含まれていますので、県側が事実誤認をしないために国との協議は行っておりますが、どこまでいっても県側が必要だと認識して作成した行動マニュアルであるということです。
　静岡県においても東海地震が来るよ来るよと言われて久しく、対する整備もハード、ソフトと行っているところですが、いざ、東海地震が発生しました、すごい被害です、ではぜひ応援に来て頂きましょう、手続きはどうやるんですか、誰と調整したらいいですか、部隊の配分はどうしましょう、使えるヘリポートや道路はありますか、となったら手引き無しでは色々と困るんだと思います。
　そのためにも、ある程度の選択肢を用意しておいて、その中から対応策を拾い出す、手順を確認する、というのがこの静岡県広域受援計画の発想なのだと思います。
　もうひとつ、静岡県としては、最初の最初から完璧なものを策定して、それを後生ずっと使うという感覚ではなく、実効性を高めるために引き続いて勉強や修正が必要ですし、各省庁さんとの協議調整も必要であるという認識でおります。自治体側の研究成果を踏まえて、これを改善改良することも必要だと思いますし、場合によっては、各省庁さんの応援計画の変更なんかもあるかもしれない。その時に、この広域受援計画をリバイスして、支援を受け入れる地方公共団体としての対応を確認できるようにしておく。そんなことが必要ではないかと思います。
　最後に、策定にあたって最も重要と思われる事項としては、月並みではありますが、やはり、普段から関係省庁さんとの対話というか、意見交換、事務の確認等を行っておくことが重要ではないかと思います。
　静岡県においては、県の防災会議や防災訓練のほか、個別の連絡会議等を行い、応援部隊を派遣していただく省庁さんと協議・連携を行っております。そうした中で相互理解が深まりまして、本計画の策定時においても、十分ではないかもしれませんが、実効性の高い広域受援計画（案）を、静岡県が各省庁さんへ協議できることになったのではないかと感じております。
　また、そうした関係は実災害に際しても必ず生きてくるものであると感じています。
　以上、簡単ではありますが、静岡県広域受援計画についての説明とさせていただきます。
　ありがとうございました。
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